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論 文 内 容 の 要 旨 
 アメリカの管理教育行政学は１９３０年代に根底から批判を受けることになった。本研究では、批判者の代
表者であったG.S.カウンツとJ.H.ニューロンの教育行政学に焦点を当て、彼らの学問的意義を明らかにする。 
 本研究の課題設定は、①形成期から1930年代のアメリカ教育行政学の特質はどういうものか、②1930年代
のアメリカ教育行政学の転換とはどういうものであったか、③転換期にニューロンとカウンツが果たした役割
は何であったか、④転換期以降のアメリカ教育行政学は、どのように展開していったか、である。本研究は②
と③に力点があるが、1930年代以前のアメリカ教育行政学の歴史的変遷と特質とを跡づけると同時に、それ以
降の発展を予測することにもなる。 
 第１章では，アメリカ教育行政学が成立してくる過程をアメリカ公教育制度の生成と発展の中に求めた。第
２章では、アメリカ教育行政学の成立を明らかにするために、アメリカの大学における教育行政学コースの成
立経緯と研究成果を検討した。第３章では、19世紀末葉から20世紀初期にかけて、アメリカ教育行政学に大
きな影響を与えた能率増進運動、とりわけテイラーの「科学的管理法」を分析し、その出現の背景と教育（行
政）への影響について考察した。第４、第５、第６章では、「科学的管理法」がアメリカの教育と教育行政とに
導入されていった過程について検討した。具体的には、スポウルディング、ボビット、カバリー、ストレイヤ
ーのいわゆる「管理教育行政学」であった。しかしながら、管理教育行政学は1930年代の経済的政治的社会的
影響（大恐怖とニューディールの影響）を受けて転換期を迎えるに至った。第７章では、この時期のアメリカ
教育行政学の動向を考察した。丁度この時期に、アメリカ教育行政学が立脚する「民主主義的」基盤に疑問を
抱き、それを正面から批判し再検討しようとした人物が現れた。それがカウンツとニューロンであった。 
 そこで第８章では、カウンツの教育（行政）理論を分析･検討するとともに、彼のアメリカ教育学界への影響
について考察した。彼はアメリカの民主主義政治とのかかわりの中で、教育のあり方を考えようとした数少な
い教育学者であった。また第９章では､応用社会科学としての教育行政学の構築を提唱したニュ－ロンの教育行
政学の特質を分析し、その後の教育行政学への影響を考察した。 
 結章では、序章で設定した４つの課題に即して、それぞれ考察結果の整理を行った。結論としては、カウン
ツやニューロンの民主的教育行政学は、管理教育行政学に対する最初の痛烈な批判であり、その後のアメリカ
教育行政学に一定の歯止めと反省とを促したが、20世紀初期から続くビジネスの価値と実際とを賛美する伝統
的な管理教育行政学の流れを根底から変えることはできなかった。しかし、1930年代に提起された教育行政に
おける民主主義の問題は、今日もなお問われるべき課題である。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の要 旨 
 本論文は、1930年代のアメリカ教育行政学の特質を究明しようとするものである。1930年代はアメリカ社会
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の激動期、もしくは転換期であるが、教育行政学においても反省と一定の方向転換が見られた時期である。ち
ょうどこの時期に、アメリカ教育行政学の世界で、伝統的な教育行政学に対して痛烈な批判的見解を展開した
のが、カウンツとニューロンであった。本論文では、激動期の1930年代に活躍したカウンツとニューロンの教
育行政学に焦点を当て、彼ら２人の理論の分析を行い、1930年代のアメリカ教育行政学の特質を明らかにして
いる。論文全体の流れは、序章に続いて、①アメリカ教育行政学の形成期、②1930年代の転換の性格、③ニュ
ーロンとカウンツの役割、④1940年代以降のアメリカ教育行政学、の順で展開されている。 
 アメリカ教育行政学の形成期と関連させながら、1930年代のアメリカ教育行政学の特質を解明することは、
現代に続くアメリカ教育行政学の基本的性格を理解する上でとりわけ重要な意義を持つ。伝統的なアメリカ教
育行政学の様式は、1930年代に厳しい批判に合い反省を迫られながらも、その後も引き継がれ現代に至るまで
基本的性格を変えていない。しかし、1930年代に出された問題提起が解決されたわけではなく、現代において
なお課題とされなければならないことがらである。 
 日本においてもアメリカ教育行政学の研究は盛んであるが、1930年代から40年代にかけて活躍した主要な
人物と著作を、しかも日本ではあまり取り上げられなかった人物や著作を含めて体系的に分析・検討したもの
は類例がない。もとよりアメリカ教育行政学研究の方法やアプローチの仕方は多様であり、中谷氏の歴史的観
点からの文献研究の手法もその一つに違いない。 
 以下に論文の流れに即して、成果と問題点を見ていくことにする。 
 第一の形成期では、19世紀末から20世紀初頭にかけて、アメリカ教育行政学に顕著な影響を与えた「能率
増進運動」、及びその代表的理論であるテーラーの「科学的管理法」の分析を行うとともに、その理論を教育
行政学の領域に導入することに努めた論者たち、F.E.スポウルディング、J.F.ボビット、カバリー、ストレイ
ヤーなどの膨大な著作を整理しながら分析・検討している。そこでは、アメリカ教育行政学の形成期が「能率
増進運動」の隆盛期と重なり、「科学的管理法」の導入によってその基本的性格を作ってしまったことを明ら
かにしている。すなわち、企業経営の理論を教育や教育行政にそのまま適用することによって、学校を企業組
織形態と同一視し、節約や能率・効率を強調する一方、人間の問題や教育の使命、民主主義の問題などを軽視
してしまった。これはアメリカ教育行政学にとって「不幸」なことであった。この指摘は、現代のアメリカ教
育行政学の特質にも通じるものであり、歴史的視点からの有効性は評価されよう。ただ、現実の教育行政の実
態、当時の教育委員会制度や学校の実際との関わりよりも、教育長の資質の問題として論じられているのは、
当時の理論が生成期にある教育長の役割に力点があったとはいえ、今少し現場の抱える問題が見える形でのと
らえ方があったほうがより説得的であるだろう。 
 第二の1930年代の転換の性格については、1929年末からアメリカを襲った大恐慌に「科学的管理法」を根
拠とする「管理的教育行政学」はその効力を失い、再検討が開始されたことを明らかにしている。この時期に、
アメリカ行政学では明確な理論的転換が指摘されているが、教育行政学についても批判され反省を求められた。
「管理的教育行政学」に対する問題点と批判を整理すると、①能率や節約の強調だけでは教育本来の目的を無
視することになる、②教育の「科学的調査」や学校調査に対する安易な信仰が反省された、③「管理的教育行
政学」は社会教育目的と関係がなかった、④教育行政を政治（権力）と分離して把握していた、等である。そ
して、それまで疑われることのなかったアメリカ民主主義の基盤と質に疑問が持たれるようになった。多くの
教育（行政）学者たちが「管理的教育行政学」を批判したが、なかでも教育（行政）における民主主義という
観点から新たな理論展開をしたのが、カウンツとニューロンであったといえる。確かにアメリカ教育行政学が
民主主義の問題に目を向けるようになったことは画期的なことである。とはいえ、それが教育行政学の転換に
なるかどうかは、現実の教育行政の構造やその理論自体の変化をより長期的な視点からも検討した上でないと
転換とまでいえるかどうかは慎重に考えなければならないであろう。 
 第三のカウンツとニューロンの役割については、彼らが伝統的な教育（行政）学に対する鋭い批判を投げか
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け、民主主義の視点からアメリカ教育行政学に反省と一定の方向転換をもたらすという影響を与えたが、それ
がその基本的性格を変えるまでは至ず、その後の影響という点でも微々たるものに過ぎなかったと評価してい
る。 
 まず、カウンツの教育行政学への貢献を見ると、①教育（行政）における民主主義とは何かを一貫して追求
した、②教育調査や観察、諸外国の教育との比較を通してアメリカの教育と教育行政の実態を分析し、そこに
含まれる問題点を明きらかにした、③アメリカ教育の反民主主義的性格を提示した、④教育行政制度の問題点
と改善・改革の視点を提起した、などである。一方、①社会改造の一つの力として教育を位置づけるが、それ
は余りにも教育の機能を狭くとらえていた、②社会改造論の曖昧さ、その典型が集散主義のとらえ方に見られ
る、③提案の単純さである、例えば、教育委員の職能代表制の提案、などの問題点もあった。カウンツは「管
理的教育行政学」を直接批判したのではなく、また狭い意味で教育の問題を考えたのでもなく、広くアメリカ
の民主主義政治との関わりの中で、教育を位置づけようとした数少ない教育学者であったと評価される。つぎ
に、ニューロンの教育行政理論の特質を整理すると、①デモクラシーを実現するための教育と教育行政のあり
方を模索し続けた、②彼はデモクラシーと教育の自由のために活発に発言し、行動した、③有能な教育行政官、
優れた教育行政学者として、その民主的教育思想は、生涯一貫しており、大きく変わることはなかった、④そ
の教育行政理論は極めて具体的・実際的でった、⑤アメリカ民主主義を根底から再検討し、その非民主主義的
性格を明らかにした、⑥彼は社会科学としての教育行政学を構築しようと努力した、などである。その問題点
を整理すると、①教育行政の制度改革の意見はそれぞれ的を射たものであったが、その実現は困難であった、
②教育改革の原動力を教職員に期待したが、そのために一般民衆の力を軽視することになったのではないか、
③ニューロンのアメリカ教育行政改革論は、アメリカ行政学における改革論と軌を一にするものであったので
はないか、行政学からの借用であったのではないかということであり、その結果、行政学の限界を教育行政の
分野で越えることができなかったのではないか、などである。 
 カウンツとニューロンの教育行政学を中谷氏ほど詳細に紹介した日本の教育行政研究者はいないと思われる。
彼らの問題提起は、多少なりともアメリカ教育（行政）学の研究に影響を与えただけでなく、日本の教育行政
研究にも貴重な示唆を与えるものであるといえるので、今少し論点整理を行いメリハリをつけたならばより理
解しやすくなったのではないかと惜しまれる。 
 第四の1940年代の以降の動向では、以上のような分析・検討を踏まえて、カウンツとニューロンの教育思想
の継承関係がどうなっているかを簡単に整理している。二人の学問的継承者としてR.E.キャラハンが挙げられ
る。さらに1960年代には公民権運動の中で彼らが評価され、アメリカ民主主義の問い直しがなされ、あるいは
1990年代にもその教育思想の流れを汲む研究者や著作がだされている。とはいえ、結論的に言えば、伝統的な
アメリカ教育行政学の思惟様式は、1960年代においても、1990年代においても､（おそらくは今日においても）
根本的な変化はなく、1930年代に提起された問題は、今日も残されている。この評価は妥当なものといえるが、
その検証と肉付けはこれからの課題でもあると考えられる。 
 以上の所見により、本論文は、大阪市立大学博士（文学）の学位を授与するに値するものと認められる。 
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